
［地 域 振 興］課 経 営 計 画 書 （ 総 括 表 ） 

■事務事業の総括 

№ 事務事業名 
様式

区分 

H26 年度計画額 

（単位：千円） 
H26 年度必要人工 

計画額 内特定財源 職 員 臨時職員 

１ 地域自治推進事業 Ａ 49,849 5,491

２ まちづくり活動推進事業 Ａ 12,153 2,750

３ 活動団体支援事業 Ｂ 9,496 555

４ 男女共同参画社会推進事業 Ｂ 443 413

５ 国際交流事業 Ｂ 5,877 2,016

合     計 

■特記事項 



事 業 別 経 営 計 画 書 【Ａ】

■基礎情報 

所属名 地域振興課（H26 町民安全課） № 01 

事業名 地域自治推進事業 

総合計画の 

体系 

大分類 ４ 人の知恵・技・情報が活きる元気コミュニティを創造する 

小分類 （１） 参画と共同のまちづくりの推進と住民自治の確立 

目的 

第６次総合計画の基本理念に基づき、住民自治の確立を目指し、大口町としての

地域自治の制度設計を行うと共に、地域自治組織との協働による新たなまちづくり

を目指す。 

事務内容 

・区長会事務 

・行政区交付金事務 

・地縁団体許認可等事務 

・各区掲示板設置、修繕 

・学習等共同利用施設等管理・修繕 

・地域自治拠点施設協働事業 

・地域自治組織支援 

現在における

経過又は課題 

・地域自治組織が立ちあがり、組織や運営費の仕組みづくりが急務になっている。

・地域自治組織への交付金と現在の行政区交付金及び地域自治活動促進協働委託料

の整理が急務となっている。 

・建設されて以来約３０年が経過した学共は今後防災拠点施設となることから、使

用目的を地域の拠点となる防災施設としても利用できるよう修繕等を計画的に行

い整備していく必要がある。 

平成 26 年度の

目標又は 

改善策 

・地域自治組織の事務所を区域内に設置することを目標に、まずは役場などに事務

スペースを設け事務局機能の強化を図る。 

・地域自治組織の財源と権限について、要綱等を定め整理する。 

・学共等の修繕計画を立て、今後順次整備できるようにしていく。 

■作業工程（当該年度） 

月 作  業  内  容 

９ 

12 

地域自治組織の設置規則、交付金要綱の制定 

上小口学供等下水道接続等工事 

□３年間の目標 

目
標

・平成 26、27 年度で各地域自治組織の地域内に事務所を設置する。 

・地域の拠点、防災の拠点である学共は、財源を投入し管理体制を含め災害時にすぐ対応でき

るようしていく。 

項 目（単位） H24 計画 H24 実績 H25 計画 H26 目標 H27 目標 H28 目標

地域自治組織設立   ３地域    

地域自治拠点施設協働

事業 
8 か所 9 か所 9 か所 9 か所 再検討  



□２年後、３年後の主な計画 

年度 計画内容及び改善策等 

H27 年度 
・地域自治組織の事務所を地域に設置し、その充実に努める。 

・学共等の修繕計画に基づき、順次修繕を開始する。 

H28 年度 ・新しい地域自治組織の充実を図っていく。 

■事業コスト 
単位 H24 年度決算額 H25 年度当初予算額 H26 年度計画額 

事業費 千円 57,567 43,988 49,849

（内特定財源） 千円 3 4,623 5,491

人

工 

職員 人工  1.0 0.5

臨時職員 人工  0.2 0.2

計 人工  1.2 0.7

■平成26年度計画特定財源内訳                 （単位：千円）

特定財源名称 金   額 備 考（充当先等） 

12-1-1-1 総務管理使用料 

1 行政財産目的外使用料 
3 3 地域自治推進事業 

17-1 基金繰入金 

2 ふるさとづくり基金繰入金 
5,300 3 地域自治推進事業 

19-3-4-1 総務費雑入 

 50 上小口学供等下水道接続等工事費負担金 
188 3 地域自治推進事業 

合   計 5,491

■平成 26 年度計画額の主な増減 
（新たな取組、臨時経費、廃止項目等）               （単位：千円）

項目（科目等） 計画額 増減額 内容 

13 委託料 

4 コミュニティ活動促進事業 
5,300 800

さつきケ丘防災センターができ、さつきケ丘

区での活動が活性化することが予想され、また

各地区での活動も増えてきているため。 

13 委託料 

4 地域自治活力創造事業 
0 △120

H26 年度は、必要があれば各地域の協働委託事

業に含める。 

13 委託料 

4 地域自治推進事業 
3,500 3,500

地域自治組織の事業を実施し、各地域での活動

を活性化し、次年度につなげていくため協働委

託事業 



■特記事項
事業提案については、地域ごとにやりやすい方法を地域自治組織プロジェクト内で協議し、協働事

業として進めていく。 

行政区交付金、コミュニティ活動促進事業との整理も併せて行う。 

■目標又は改善策に対する取組内容
・地域自治組織の仮事務所を８月から庁舎内に設置し、職員はじめ来町される住民への取り組みを理

解してもらうよう努めた。 

・現在設立されている地域自治組織を、「大口町まちづくり基本条例」第９条の定義に記載し、その

位置づけを明確にした。 

・財源の委譲については地域自治組織の方と検討を重ねた結果、特に要綱等を定めず地域自治組織へ

の協働委託事業として実施していくことになった。 

・学共等の修繕計画を立てるには至らなかった。 

■評価
 地域自治組織の仮事務所を庁舎内に開設でき、職員に活動を認識してもらう機会となったが、まだ

十分に活用されているとは言い難いため、今後は地域の人に積極的に利用してもらうようにしていく

必要がある。 

 地域自治組織の設置規則や交付金の要綱は、当初想定していた形にはならなったが、十分な議論を

重ねた結果であったので、地域自治組織も行政も納得のできる形になった。 

 学共等が防災、まちづくりの視点から地域を守っていく拠点となるので、修繕計画を早急にたてる

必要があるが、建築物の構造や修繕に関してある程度専門的な知識が必要な部分も多く、根拠のある

計画が策定できるには至っていない。 



26 評価版 
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事 業 別 経 営 計 画 書 【Ａ】

■基礎情報 

所属名 地域振興課 № ２ 

事業名 まちづくり活動推進事業 

総合計画の 

体系 

大分類 ４ 人の知恵・技・情報が活きる元気コミュニティを創造する 

小分類 （１） 参画と協働のまちづくりの推進と住民自治の確立 

目的 
地域住民や活動団体、行政が共に育ち合い、役割分担しながら、協力できる機運を高め

ることで、豊かで質の高いまちづくりを推進する。 

事務内容 

・活動団体事務支援 

・町民活動センターの整備 

・元気なまちづくり事業 

・まちづくり道具箱整備事業 

・ＮＰＯ活動促進委員会 

・やろ舞い大祭・ふれあいまつりの開催 

・ 

・ 

現在における

経過又は課題 

●まちづくり活動の拠点となる「町民活動センター」の充実 

 センターの機能『出会い・ふれあいの場』『つながりの場』を充実させるため、活動

センターの利用者交流会として、平成２４年１０月より毎月１回『まちカフェ♪』を実

施。平成２５年度より、カフェで出されたアイデアをもとに、ボランティア活動を広げ、

活動団体に新たな仲間が増えることでまちの活性化を図るため、『ボランティアで紡ぐ

まちづくり』と題し、「ボランティア登録」のしくみについて検討を始めた。 

『活動サポートの場』としては、活動センターの管理運営に加え、スキルアップ講座

等を実施しているが参加者数に伸び悩んでいる。ニーズに合った事業展開の工夫が必要

である。 

●活動センターの運営母体の組織力強化 

センターの運営母体である中間支援組織が平成２６年１月『まちねっと大口』として、

ＮＰＯ法人格を取得。安定した組織運営ができるよう、継続支援する。 

●多様な主体がディスカッションできる場づくり 

平成２４年度まで『行政と団体（ＮＰＯ）のテーマ別意見交換会』を実施した。 

今後は、市民活動団体と地域活動団体との連携も視野に入れ、地域内における多様な

主体による対話の場をつくっていく必要がある。 

平成 26 年度

の目標又は 

改善策 

●中間支援団体とともに交流会等を開催し、活動団体と地域とが無理なく自然に集うこ

とのできる事業を企画・実施する。新しい地域自治組織によるまちづくりの実践に向

け、活動団体と地域とが連携するきっかけづくりを行い、対等な立場でディスカッシ

ョンできる場をつくる。 

●団体支援の制度が活きたものになるよう、活動団体や中間支援組織と共にしくみを再

検討する。 



26 評価版 
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■作業工程（当該年度） 

月 作  業  内  容 

 ●町民活動センター機能の充実  

□3 年間の目標 

目
標

・団体も行政も共に協働を理解した上で事業展開できるようになり、まちの限りある資源が町内

で循環できるようにする。 

・町民活動センターを拠点に個々の団体がつながり合い、交流や連携が生まれるようにする。 

・行政と団体の連携・協働に加え、活動団体と地域の交流・連携を実現できるようにする。 

項 目（単位） H24 計画 H24 実績 H25 計画 H26 目標 H27 目標 H28 目標

□２年後、３年後の主な計画 

年度 計画内容及び改善策等 

H27 年度 

・新しい地域自治組織によるまちづくりの実践的な取り組みの一つとして、地域自治組織

も活動センターで行われる事業等に参加することで、ＮＰＯ等市民活動団体と地域活動

団体とが連携した事業を実施。 

H28 年度 
・ボランティア登録制度をつくる。 



26 評価版 
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■事業コスト 
単位 H24 年度決算額 H25 年度当初予算額 H26 年度計画額 

事業費 千円 9,291 11,436 12,153

（内特定財源） 千円 6,545 10,550 2,750

人工 

職員 人工 1.5 1.2 1.2

臨時職員 人工 0 0.1 0.1

計 人工 1.5 1.3 1.3

■平成26年度計画特定財源内訳                 （単位：千円）

特定財源名称 金   額 備 考（充当先等） 

ふるさとづくり基金 1,000 元気なまちづくり助成事業 

ふるさとづくり基金 1,750 やろ舞い大祭協働委託 

合   計 2,750

■平成 26 年度計画額の主な増減 
（新たな取組、臨時経費、廃止項目等）               （単位：千円）

種別 項目（科目等） 計画額 増減額 内容 

町民活動センター活性化事業 

2-1-11(4)13-4-2 
5,306 506

利用者の増加によりコーディネート業務（開

館時間）を拡大 

ふれあいまつり事業 

2-1-11(4)13-4-4 
3,211 211 詳細な打合せ、調整を実施するため 

■特記事項
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■目標又は改善策に対する取組内容
●まちづくり活動の拠点となる「町民活動センター」の充実 

 活動センターで実施する事業やスキルアップ講座等は、ＮＰＯ、地域に関わらずすべてのフィールド

で活動している団体を対象に実施した。併せて、新たな人材の発掘となるよう、中間支援団体と連携し、

団塊の世代を対象にセカンドライフ講座を実施。  

利用者の増加に伴い、印刷機器の更新について検討。活動団体の協力と理解を得ながら、平成２７年

度より機器利用に伴う有料化を実施することとした。 

●多様な主体がディスカッションできる場づくり 

 一昨年まで実施していた『行政と団体のテーマ別意見交換会』を見直し、多様な主体がディスカッシ

ョンできる場として、新たに『地域円卓会議』の手法を学ぶまちづくり研修会を実施した。また、『ま

ちづくり協働フォーラム』においては、本町総合計画の基本政策より４つの事例を広く紹介し、パルデ

ィスカッションを通し、参加者全員でこれからのまちづくりのあり方について共有した。 

■評価
●まちづくり活動の拠点となる「町民活動センター」の充実 

活動団体と地域が連携するきっかけとなるような「場づくり」の設定に努め、目標を達成すべく取り組

んだ事業も評価できる。町民活動センターを活動拠点に、活動団体と地域との連携、行政との協働へと

発展していくことを期待し、今後も行政とタイアップした企画等を進めていきたい。人材発掘という視

点では、大きな成果が得られなかったが、一緒に企画した中間支援団体の組織力強化、人材育成につな

がった。 

●多様な主体がディスカッションできる場づくり 

まちづくり研修会やまちづくり協働フォーラムに、地域活動をしている人の参加が増えてきた。NPO 団

体と地域活動団体が、同じ場所を共有できるようになったことは、活動センターを中心に、連携に向け

て歩み始めているといえる。 



26 評価版 

- 1 - 

事 業 別 経 営 計 画 書 【B】

■基礎情報 

所属名 地域振興課 № ３ 

事業名 活動団体支援事業 

総合計画の 

体系 

大分類 ４ 人の知恵・技・情報が活きる元気コミュニティを創造する 

小分類 （２） 地域に根付いた多様な住民活動の促進 

目的 

・地域振興団体（子ども会連絡協議会・老人クラブ連合会・さくらメイト）の自主性と

活動理念を尊重し、まちづくりや地域づくりに寄与する団体活動を支援する。 

・老人福祉センターのコンセプトに基づき、施設の活性化を図る。 

事務内容 

・老人福祉センター管理運営業務 

・老人クラブ事務 

・子ども会事務 

・さくらメイト事務 

・ 

・ 

・ 

・ 

現在における

経過又は課題 

老人福祉センター 

・「憩いの湯」や「さくら屋」等、サービス提供に不可欠な設備の老朽化への対応。 

・組織の自立性と継続性の確保を視野に入れた長期計画を見据え、事務局体制の強化

と理事会のあり方について、喫緊の課題として検討する必要がある。 

・危機管理体制を強化するため、平成２５年度にスタッフ研修の一環として、救急救

命講習会を実施した。 

老人クラブ 

 老人クラブ会員は、活発に活動をしているが、町全体で見ると、高齢者数が増加して

いる一方、会員数が横ばいとなっている。 

子ども会 

 継続した組織運営のための子ども会連絡協議会事務局機能の強化について検討する

必要がある。 

平成 26 年度

の目標又は 

改善策 

老人福祉センター 

中央公民館施設の耐震改修工事と調整を図りながら、緊急性の高いものから修繕を計

画する。また、工事に伴う休業期間を活用し、スタッフ研修等を実施する。 

老人クラブ 

 介護予防を視野に入れ、高齢者が元気で活躍できる場をつくると共に、会員増に向け

て、非会員が参加しやすい事業の実施を検討する。 

子ども会 

 子ども会連絡協議会の事務局機能強化を図るための協議をする。 
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■作業工程（当該年度） 

月 作  業  内  容 

□3 年間の目標 

目
標

項 目（単位） H23 計画 H23 実績 H24 計画 H25 目標 H26 目標 H27 目標

□２年後、３年後の主な計画 

年度 計画内容及び改善策等 

H27 年度 
・ 

・ 

H28 年度 
・ 

・ 
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■事業コスト 
単位 H24 年度決算額 H25 年度当初予算額 H26 年度計画額 

事業費 千円 9,517 9,552 9,496

（内特定財源） 千円 8,929 540 555

人工 

職員 人工 0.8 0.5 0.6

臨時職員 人工 0 0 0.1

計 人工 0.8 0.5 0.7

■平成26年度計画特定財源内訳                 （単位：千円）

特定財源名称 金   額 備 考（充当先等） 

高齢者地域福祉推進事業費補助金 555 老人クラブ(県補助) 

合   計 555  

■平成 26 年度計画額の主な増減 
（新たな取組、臨時経費、廃止項目等）               （単位：千円）

種別 項目（科目等） 計画額 増減額 内容 

■特記事項
○老人福祉センター「憩いの四季」の指定管理委託料の考え方 

 老人福祉センターの有する次の施設機能について、利用者に安全・安心で快適な施設サービスを提供

できる最小限の維持管理経費を積算し予算計上している。 

・「憩いの湯」の維持管理［内訳：真空式温水ヒーター等保守点検料、配管洗浄委託料、DPD 試薬 No.1

購入費、水質検査委託料、次亜塩素酸ソーダ等水質管理、集毛器パッキン等風呂用消耗品］ 

・「憩い処さくら屋」の維持管理［内訳：食品衛生協会等衛生費、玄関マット等リース料、製氷機等

保守点検委託料、食器洗浄機洗剤等消耗品、レンジフード清掃費］ 

・「憩いの湯」「憩い処さくら屋」を除く施設全体（貸室やトイレ等）の維持管理［内訳：事務長費用

弁償、傷害保険等保険料、通信費、ＮＨＫ受信料、事務用消耗品、コピー機リース料、床清掃、

玄関マット等リース料、施設用消耗品、健康遊具公園殺虫剤散布］ 
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■目標又は改善策に対する取組内容
●老人福祉センター 

 中央公民館の耐震補強工事に伴って閉館した約８か月間を活用し、スタッフ研修を実施。研修会を通

し、風呂部会では、オリジナルの緊急時対応マニュアルを作成した。憩い処さくら屋においては、新し

いメニューの研究をはじめ、大量調理のコツや衛生管理について学び、新年度のリニューアルオープン

に向けての準備を行った。 

●老人クラブ 

 健康生きがい課と協力して、６地区で体力測定を実施し、１９８人の参加があった。介護予防を啓発

する事業としては、講演会等を実施した。また、非会員も参加対象としている『チャリティーグラウン

ドゴルフ大会』には、２地区より６名が参加した。（参加者総数２２２名） 

●子ども会 

 大口町子ども会連絡協議会の継続した組織運営を目指して、事務局機能のあり方について検討し、複

数年関わる役員が１名増えた。また、１０年が経過した大口町子ども会５０周年記念のタイムカプセル

を掘り出し、次世代へとつなぐことを目的に６０周年記念事業実行委員会を設置。平成２７年度には、

記念事業と併せ、タイムカプセルを埋設することとした。 

■評価
老人福祉センター 

中央公民館の耐震補強工事に伴い、懸案だった浴場のタイルを一部張り替えた。また、休業期間を活

用した研修会で、普段できなかったマニュアルの作成や、調理実習を通し、スタッフの積極性や自主性

が芽生えたことは、今後の取り組みに大きく期待できる。

老人クラブ 

 健康生きがい課との連携による体力測定の実施は、本町が進める高齢者の健康づくり施策の一翼を担

っているといえる。老人クラブ会員の増加を図るため、今後は、会報『ちとせ』等を活用するなど、各

地区からの積極的な呼びかけに期待する。 

子ども会 

複数年関わる役員が増えたことは、組織強化に向けた第一歩であるといえる。また、子ども会創立

60 周年記念事業の実施に向けた実行委員会の設置は、次世代につなぐ事業への積極性の現れであると

いえる。引き続き、サポートしていく。 
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事 業 別 経 営 計 画 書 【Ｂ】

■基礎情報 

所属名 地域協働部地域振興課 № ４ 

事業名 男女共同参画社会推進事業 

総合計画の 

体系 

大分類 １ 新しい時代を担う次世代を育む 

小分類 ２ 一人ひとりが尊重される社会・地域ぐるみの子育て環境の実現 

目的 
男女が共に尊重し合い、協力し合い、個を尊重できるまちを目指し、「男女が共に生き

共に輝く まちづくり」に取り組む 

事務内容 
・啓発事業協働事業 

・男女共同参画プラン進捗状況調査 

・各種調査 

・男女共同参画推進会議 

現在における

経過又は課題 

男女共同参画社会の実現に向けた地道な啓発をしているが、啓発の効果測定が難しい。

また、時代の変化とともに、男女共同参画に対する考え方も変わってきている。時代に

合った地道な啓発を継続していく必要がある。

平成 26 年度

の目標又は 

改善策 

第三次おおぐち男女共同参画プランの基本目標「男女が共に生き 共に輝く まちづく

り」を実現すべく、おおぐち男女共同参画懇話会と協働で、なじみ易くより多くの方に

興味をもっていただける内容の男女共同参画に関する啓発を実施していく。 
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■作業工程（当該年度） 

月 作  業  内  容 

4 

6 

12 

3 

協働契約締結 

毎月 広報おおぐちに啓発記事を連載 

研修会①を開催 

講演会を開催 

研修会②を開催 

啓発紙ハモーンを作成 

□3 年間の目標 

目
標

・ 

・ 

項 目（単位） H24 計画 H24 実績 H25 計画 H26 目標 H27 目標 H28 目標

□２年後、３年後の主な計画 

年度 計画内容及び改善策等 

H27 年度 
・ 

・ 

H28 年度 
・ 

・ 
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■事業コスト 
単位 H24 年度決算額 H25 年度当初予算額 H26 年度計画額 

事業費 千円 892 431 443

（内特定財源） 千円 611 401 413

人工 

職員 人工 0.5 0.4 0.4

臨時職員 人工 0.1 0 0.1

計 人工 0.6 0.4 0.5

■平成26年度計画特定財源内訳                 （単位：千円）

特定財源名称 金   額 備 考（充当先等） 

ふるさとづくり基金繰入金 413 協働委託料 

合   計   

■平成 26 年度計画額の主な増減 
（新たな取組、臨時経費、廃止項目等）               （単位：千円）

項目（科目等） 計画額 増減額 内容 

■特記事項
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■目標又は改善策に対する取組内容
◎おおぐち男女共同参画懇話会との協働で啓発事業を実施 

・多くの方に男女共同参画に興味を持っていただけるよう、啓発記事として、『△Ｔｉｍｅ』を広報

おおぐちに毎月連載した。 

・第三次おおぐち男女共同参画プラン『個を尊重する人づくり』、『計画の推進』を進めるため、男女

共同参画に関する体験会及び講座を実施した。 

 ◇アクアビクス体験 

 ロコモティブシンドロームの予防を目的に、協働による研修会として実施した。 

 ◇アンガーマネジメント講座 

「怒りと上手に付き合おう」をテーマに、感情トレーニング法「アンガーマネジメント」講座を開

催した。また、おおぐち男女共同参画懇話会の取り組みを知ってもらうため、啓発紙「△Ｔｉｍｅ 

きらめきの風景」を配布した。 

■評価
啓発活動は地道で成果が見えにくいが、いろいろな形で発信していくことが重要である。参加者は講座

の内容により少人数の場合もあったが、男女共同参画社会の実現に向けて、NPO 団体「おおぐち男女共

同参画懇話会」との協働の下、硬軟織り交ぜて実施していきたい。 
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事 業 別 経 営 計 画 書 【B】

■基礎情報 

所属名 地域協働部地域振興課 № ５ 

事業名 国際交流事業 

総合計画の 

体系 

大分類 １ 新しい時代を担う次世代を育む 

小分類 ２ 一人ひとりが尊重される社会・地域ぐるみの子育て環境の実現 

目的 国際理解を深め、多文化共生のまちづくりを推進する 

事務内容 

・日本語教室支援 

・国際交流協会への補助 

・ホームステイ補助金事務 

・国際交流事業推進委員会 

・多文化共生啓発事業協働事業 

・フレンドシップ継承協働事業 

・海外派遣協働事業 

・多文化共生サポート事業 

・あいち医療通訳システム負担金 

現在における

経過又は課題 

近年、町内在住の外国人から日本語教室や就職に関する問い合わせが寄せられるように

なってきた。多様な価値観を互いに認め合い、外国籍住民にとっても暮らしやすい多文

化共生社会の実現が課題となっている。 

平成 26 年度

の目標又は 

改善策 

・より多くの住民に多文化共生への理解を深めてもらい、多文化共生社会実現の協力者

を増やす。 

・外国籍住民が気軽に訪問、相談できる場所をつくるために、町内で多文化共生や国際

交流に関する事業を実施しているボランティアやＮＰＯ団体等が協力して、多文化共

生社会の推進に係る事業や日本語教室、国際交流事業を実施できる環境を整える。 
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■作業工程（当該年度） 

月 作  業  内  容 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

1 

2 

3 

・第 1回国際交流事業推進委員会 ・多文化共生啓発協働事業（随時） 

・多文化共生関係団体連絡会議開催（随時） ・日本語教室（随時） 

第 2回国際交流事業推進委員会（海外派遣面接） 

フレンドシップ継承協働事業（田植え） 

海外派遣事前研修・海外派遣 

海外派遣報告会準備 

・フレンドシップ継承協働事業（稲刈り）・海外派遣報告会・第 3回国際交流事業推進委員会 

第 4回国際交流事業推進委員会 

第 5回国際交流事業推進委員会 

□3 年間の目標 

目
標

・ 

・ 

項 目（単位） H24 計画 H24 実績 H25 計画 H26 目標 H27 目標 H28 目標

□２年後、３年後の主な計画 

年度 計画内容及び改善策等 

H27 年度 
・ 

・ 

H28 年度 
・ 

・ 



- 3 - 

■事業コスト 
単位 H24 年度決算額 H25 年度当初予算額 H26 年度計画額 

事業費 千円 4,782 5,584 5,877

（内特定財源） 千円 1,212 1,738 2,016

人工 

職員 人工 0.3 0.2 0.3

臨時職員 人工  0.2 0.1 0.1

計 人工 0.5 0.3 0.4

■平成26年度計画特定財源内訳                 （単位：千円）

特定財源名称 金   額 備 考（充当先等） 

国際交流事業基金運用収入 15  

海外派遣参加者負担金 900 海外派遣事業委託料 

ふるさとづくり基金繰入金 1,101 協働事業 

合   計 2,016  

■平成 26 年度計画額の主な増減 
（新たな取組、臨時経費、廃止項目等）               （単位：千円）

項目（科目等） 計画額 増減額 内容 

多文化共生を推進する仕組み

創り事業 

1-1-1(2)13-4-4 

615 182 日本語教室等を通年で実施する。 

■特記事項
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■目標又は改善策に対する取組内容
愛知県国際交流協会の支援を受けて実施した日本語教室ボランティア養成講座の参加者を中心に平成

２６年４月より大口町日本語教室 Cereja カフェを設置した。 

学習者の参加人数に変動があるものの、中間支援団体を中心にボランティアの皆さんの力をお借りしな

がら、１年間実施した。外国籍住民の居場所づくりへの第一歩となったといえる。 

■評価
外国籍住民が気軽に訪問、相談できる場所として「日本語教室 Cereja カフェ」を開設することができ

た。中間支援団体やボランティアの方なくしてはできない事業であり、皆さんの協力に感謝するととも

に、長期に継続していけるよう引き続き、共に企画・運営していく。 


